


３ 後 ポー ンター 

後 の  

 平成１２年度から民法が改正され、「成年後見制度」が創設された。この制度は、本人の

権利を擁護する視点で使えるようになったが、介護者である親族も高齢化し、後見を担える

扶養義務者が少ないなど、後見人の不足が大きな課題となっている。また、その利用手続き

も複雑で使いづらい状況となっており、ニーズはあるが実際には使えないということになり

かねない。成年後見制度を必要とする人は急増している。 

現状の成年後見制度に関する問題点をあげるとすれば、 

体 な支 が い 

 家庭裁判所に出向いての後見等に関する相談、申立。家庭裁判所による具体的な申立て支

援活動などは、人的体制上でも困難となっている。 

の  

申立件数が増加し、後見等申立や家庭裁判所による監督の対応が困難になっている。 

及の不 分  

 成年後見制度そのものの理解や活用の普及が不十分で、必要性を感じていない場合、及び

必要性は感じつつも申立に踏み切れないケースもある。よって、申立に直接関わる本人・家

族だけでなく、市民・関係者も含めた啓発・働きかけが必要である。 

④後 人の人材不   

 申立ができたとしても、後見人の選任は困難を伴う場合がある。特に少子高齢化による単

世帯化、親族の変化・トラブル等による家族形態の変化によって、家族・親族による後見が

困難な場合もある。 

 また、その場合第三者後見・法人後見・複数後見の活用が考えられるが、弁護士、司法書

士（リーガルサポート）、社会福祉士（ぱあとなあ）等の第三者後見人を中心に担い手は不

足している。 

 こうした課題に対して平成 15年度に全国社会福祉協議会「地域福祉権利擁護事業の運営基

盤強化に関する調査研究」の一環で「地域福祉権利擁護事業と成年後見制度の連携に関する

モデル事業」を実施した。 

また、平成 16年度には厚生労働省の未来志向研究プロジェクトの助成を受けて、「『福祉

後見サポートセンター』設立のための調査研究委員会」を立ち上げ、福祉後見サポートセン

ターの設立に係る調査研究を行った。 

調査研究委員会の検討の結果、次のような結論に至った。 

・「福祉後見」を必要とする人が多い。（福祉的な支援を必要とする人が多くいる。） 

・施設入所者も在宅生活者も、福祉サービスの利用において、契約が適正に成立していな

いと、提供側も利用者側も不利益となる。 

・契約をするためには後見人等が必要であるが、今後圧倒的に不足すると推測される。 

・法人後見が望ましい方法の一つであるが、すべてに対応することは現実的には困難。 

・「福祉後見」のしくみを機能させるための拠点として「サポートセンター」を設置。 

 

伊 後 サポ センタ つい 伊 ・名  

平成 18年８月に、伊賀市及び名張市の 2市が伊賀市社会福祉協議会（以下伊賀市社協）に

事業を委託する形で、成年後見制度の利用を支援するための活動を行う「伊賀地域福祉後見

サポートセンター」を設立した。同センターの理事は両市長・両社会福祉協議会会長の 4 名

で構成されている。その下に医療や法律、福祉の専門家で構成された運営委員会委員が、活

動内容を助言、決定している。 

伊賀地域福祉後見サポートセンターの機能は次のとおりである。 
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 後見人等が、どのような援助を行っていくべきなのかの相談助言などを行う。被後見人等

が抱える生活課題は多様であるため、その後見人等への支援内容も多様な情報が必要となる。 

 具体的な方法としては、まず、事務局スタッフが相談に応じ、法律や医療などの、より専

門的な内容については、専門家等で構成された運営委員会メンバーに助言を求める。 

また、後見人相互の交流を進めるために、後見人のつどいを開催している。 

 

④ ・  

 まだ後見のしくみが十分知られている状況にはないため、広く知っていただくための説明

に赴いている。社協広報やケーブルテレビでも後見制度の内容を紹介する取り組みも行って

きた。 

 成年後見人等には、成年後見人等の役割に関する正確な理解とともに、本人の身上監護と

財産管理の知識、本人の権利擁護のための人権感覚などスキルをもつことが求められる。 

  

法人後 支  

社会福祉法人やＮＰＯ法人などが後見を担う場合に、手続きや活動についての助言等を行

う。 

福祉後見サポートセンターでは、直接後見人等には就任していない。社会福祉協議会が提

供するサービスは多岐にわたり、サポートセンターが後見を行うことは利益相反のおそれが

あるからである。他に適切な後見人が見つからず、利益相反のおそれがない場合にのみ、例

外的に社会福祉協議会として法人後見を担っている。（平成 20年度末現在、後見類型他 3件

を受任）   

  

後   

 

全国社会福祉協議会では、きめ細やかな福祉的支援を必要とする人への後見のあり方につ

いて、「福祉後見」を提案している。 

福祉後見とは「福祉的ニーズに応える後見のあり方をめざすものであり、そのために成年

後見人等ひとりに頼るのではなく、ネットワークで支えていくしくみを地域に作り上げてい

こうとするものです。（中略）福祉や法律、その他関係者が分野を超えて協働して取り組む

ことが必要な、考え方や理念を提案しようとするものです。」としている。 

 

 

 

 

 

全国社会福祉協議会、第 3 部地域福祉権利擁護事業と成年後見制度の連携に関する研究、平

成１５年度 地域福祉権利擁護事業の運営基盤強化に関する調査研究報告書、168 頁、2004

年 

 

後 人 後 人 のメリット 

 市民が主体となって、福祉後見人を担って頂き、さらに福祉後見人を福祉後見サポートセ

ンターが支える仕組みとすることによって次の利点が生かせる。 

・本人の後見を担える市民も多く、「人を支援し、役に立ちたい」という市民の自己実現

につながる。 

・市民が後見活動に参加することで相互支援の関係を強化できる。 

福祉後見 

⇒福祉的ニーズに応える後見のあり方をめざす。 

⇒成年後見人等ひとりに頼るのではなく、ネットワークで支える。 

─ 390 ─





─ 392 ─





 利 の み た な 利 へ 

誰もが地域で“いきいきして”と“安心して”暮らせる“まち”を目指すためには、次の

点が必要と考える。 

 

“ の杖  

大阪市立大学准教授の岩間伸之氏は、「狭義の権利擁護より『積極的権利擁護』へ」の中で

「権利擁護とは、生命や財産を守り、また権利を侵害された状態から救うというだけではな

く、本人の生き方を尊重し、本人が「自分の人生」を歩めるようにするという本人の自己実

現に向けた取組みを保障するものでなければならない。」と述べている。 

（岩間 伸之、高齢者の尊厳と権利擁護、実践 成年後見 No.20、民事法研究会、6～7 頁、

2007年）  

権利擁護に関わる問題を「私は関係ない」ではなく、自らが自分の問題＝“転ばぬ先の杖”

として考えて頂きたいと願う。だれもが「明日は我が身」の問題である。 

 

２ フテ ネットの必  

権利擁護の「最後の砦」は、行政による法的対応である。措置や虐待対応、成年後見制度

の市町村長申立など、行政の責任が不可欠である。  

 

） のネットワ ク 

権利擁護の充実のためには、福祉的な視点を持ち、より積極的な権利擁護の展開に向けて

取り組む必要がある。そのためには、本人とのコミュニケーションの充実、本人の意思尊重

の取組みの充実と共に、あらゆるネットワークの構築が求められている。具体的には、 

①対象者（被後見人、利用者等）へのサポートのネットワークづくり 

②支援者相互のネットワークづくり 

③健全な活動団体等の発展を目指した全国的な組織のネットワークづくり があげられ

る。 

 

（４ ぐるみの支え合い い かした で ちづくり  

本人や家族、近隣や地域内諸団体、福祉・法律・医療・就労・住宅・教育・文化などの地

域で活動する関係者等が、地域の一員としての連携し、役割を発揮することが求められてい

る。 

同時に地域づくりを支援する社会福祉協議会の役割も重要である。 
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